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平成 29 年 1 月 24 日 

各 位 

会 社 名 タキロン株式会社 

代表者名 代表取締役社長 兵頭 克盛 

               （コード：4215、東証第一部） 

問合せ先 経営企画部長 三宅 貴久 

               （TEL．03－6711－3708） 

 

 
会社分割（簡易新設分割）及び新設会社の株式譲渡に関するお知らせ 

 

 
当社は、平成 29 年 1 月 24 日開催の取締役会において、以下のとおり、平成 29 年 7 月 3 日を以って、生体

内分解吸収性骨接合材料の開発、製造及び販売を行うメディカル事業を、簡易新設分割（以下、「本会社分割」

という。）の方法により新設する帝人メディカルテクノロジー（以下、「新設会社」という。）に承継するとと

もに、平成 29 年 7 月 3 日を以って、帝人株式会社（所在地：大阪市中央区／代表取締役社長執行役員：鈴木

純、以下、「帝人」という。）に対し、新設会社の株式の 86%を譲渡することについて決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

 なお、本会社分割は、当社単独での簡易新設分割であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しており

ます。 

 
１．会社分割及び株式譲渡の目的 

 
 当社は生体内分解吸収性骨接合材料を中心としたメディカル事業を単独で運営してまいりましたが、高齢化

の進行にともなう医療材料に対するニーズの多様化が進み、高機能化が求められるという環境に鑑み、高分子

化学を中心とした優れた素材技術とヘルスケア事業で培ってきた開発力を有する帝人グループのもとでさら

なる発展を目指すこととし、本会社分割により新設会社を設立したうえで、その株式の 86％を帝人に譲渡し

ようとするものです。帝人グループは、素材技術とヘルスケア技術の融合により、新たなヘルスケア事業の創

出を目指しており、傘下の帝人ファーマ株式会社や帝人ナカシマメディカル株式会社などを中心に、骨・関節

領域、呼吸器領域、代謝・循環器領域などで幅広く事業を展開しています。当社メディカル事業におきまして

も、帝人グループとの結びつきを強めることにより、市場のニーズに適合した先端医療材料の開発を推進し、

この分野で更なる貢献ができることを期待しています。 

 

 
２．会社分割及び株式譲渡の概要 

(1)会社分割の日程 

新設会社の株式譲渡に関する契約締結 平成 29 年 1 月 24 日 
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取締役会による新設分割計画承認決議 平成 29 年 3 月下旬（予定）

分割期日（効力発生日） 平成 29 年 7 月 3 日 

新設会社設立登記日 平成 29 年 7 月 3 日 

株式譲渡 平成 29 年 7 月 3 日 

  （注）本会社分割については、会社法第 805 条の規定に基づく簡易新設分割に該当するため、株主総会の

承認決議を経ずに行うこととしております。 

 
(2)分割方式 

  当社を分割会社とし、新設会社を承継会社とする新設分割です。 

 
(3)会社分割に係る割当の内容 

  新設会社は、本会社分割に際して普通株式（18,900 株）を発行し、その全てを当社に対して割当交付し

ます。 

 
(4)分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当事項はありません。 

 
(5)分割により減少する資本金 

  本会社分割による当社の資本金の増減はありません。 

 
(6)新設会社が承継する権利義務 

  新設会社は、分割の効力発生日に分割会社が分割する事業に関して有する資産、契約上の地位、雇用契約

その他の権利義務を承継します。 

   
(7)債務履行の見込み 

  本会社分割の効力発生日後において、分割会社及び新設会社が本会社分割後に負担すべき債務については、

履行の見込みに問題がないものと判断しております。 

 
３．会社分割の当事会社の概要 

  分割会社 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

新設会社 

（平成 29 年 7 月 3 日予定） 

(1) 名 称 タキロン株式会社 帝人メディカルテクノロジー株式会社

(2) 所 在 地 大阪市北区梅田 3 丁目 1 番 3 号 大阪市 

(3) 代 表 者 の

役 職 ・ 氏 名

代表取締役社長 兵頭 克盛 未定 

(4) 事 業 内 容 各種合成樹脂製品の製造・販売 生体内分解吸収性骨接合材料の開発、

製造及び販売 

(5) 資 本 金 15,189 百万円 100 百万円(予定) 
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(6) 設 立 年 月 日 昭和 10 年 12 月 20 日 平成 29 年 7 月 3 日 

(7) 発行済株式数 78,698,816 株 18,900 株 

(8) 決 算 期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(9) 従 業 員 数 （単体）612 人 

（連結）1,898 人 

60 人(予定) 

(10) 主 要 取 引 先 （販売先） 

タキロンマテックス㈱ 

山宗㈱ 

渡辺パイプ㈱ 

（販売先） 

ジョンソン・エンド・ジョンソン㈱ 

村中医療器㈱ 

ジンマー・バイオメット合同会社 

(11) 主要取引銀行 ㈱三菱東京 UFJ 銀行 

三井住友信託銀行㈱ 

㈱三井住友銀行 

― 

(12) 大 株 主 及 び

持 株 比 率

伊藤忠商事㈱   30.11％ 

タキロン共和会   6.11％ 

タキロン㈱    100.0％ 

 
４．分割会社の最近３年間の財政状態及び経営成績（単位：百万円、特記しているものを除く。） 

 タキロン株式会社 

（分割会社（連結）） 

決 算 期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

純 資 産 45,460 47,501 46,461

総 資 産 85,643 84,018 88,087

1 株当たり純資産（円） 626.80 659.46 644.22

売 上 高 72,856 70,352 72,958

営 業 利 益 6,269 3,638 3,793

経 常 利 益 6,351 3,804 3,946

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
3,788 2,168 2,746

1 株当たり当期純利益（円） 52.88 30.50 38.66

1 株当たり配当金（円） 14.00 14.00 14.00

 
５．分割する事業部門の内容 

(1)分割する部門の事業内容 

  生体内分解吸収性骨接合材料の開発、製造及び販売を行うメディカル事業 

 
(2)分割する部門の経営成績（平成 28 年 3 月期） 

 メディカル事業 

（a） 

当社実績（連結） 

（b） 

比率 

（a/b） 

売上高（百万円） 1,713 72,958 2.3％ 
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 (3)分割する資産、負債の項目及び金額（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額（百万円） 項  目 帳簿価額（百万円） 

流 動 資 産 902 流 動 負 債 ― 

固 定 資 産 103 固 定 負 債 ― 

合   計 1,005 合   計 ― 

   
６．当該組織再編後の状況 

  前期「３．会社分割の当時会社の概要」の記載より変更ありません。 

 
７．譲渡株式数、譲渡価額および譲渡前後の所有株式の状況 

(1) 異 動 前 の 所 有 株 式 数 18,900 株

（議決権所有割合：100.0％）

(2) 異 動 株 式 数 16,254 株

(3) 譲 渡 価 額 1,625,400,000 円

(4) 異 動 後 の 所 有 株 式 数 2,646 株

（議決権所有割合：14.0％）

 
８．株式譲渡先の概要 (平成 28 年 9 月 30 日現在) 

(1) 名 称 帝人株式会社 

(2) 所 在 地 大阪市中央区南本町 1 丁目 6 番 7 号 

(3) 代 表 者 の

役 職 ・ 氏 名

代表取締役社長執行役員 鈴木 純 

(4) 事 業 内 容 合成繊維・化成品等の研究・製造・販売他 

(5) 資 本 金 70,816 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 大正 7 年 6 月 17 日 

(7) 純 資 産 316,523 百万円（連結） 

(8) 総 資 産 779,720 百万円（連結） 

(9) 大 株 主 及 び

持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）    8.61％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）  7.57％ 

日本生命保険（相）               3.58％ 

(10) 上場会社と当

該会社との関

係 等

資本関係 記載すべき資本関係はありません。 

人的関係 記載すべき人的関係はありません。 

取引関係 タキロンは一部原材料を帝人より購入してお

ります。 

関連当事者への該当状況 当該会社は、当社の関連当事者には該当しま

せん。また、当該会社の関係者及び関係会社

は、当社の関連当事者には該当しません。 



- 5 - 

 

 
９．今後の見通し 

 本会社分割及び当該新設会社の株式譲渡が平成 29 年 3 月期に与える影響はございません。平成 30 年 3 月

期において特別利益を計上いたしますが、その影響は軽微であります。 

 
以 上 

 


